
平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(307,000) (307,000) (245,600)

92,493 92,493 73,994

＜399,493＞ ＜399,493＞ ＜319,594＞

(0) (0) (0)

462,467 462,467 346,850

＜462,467＞ ＜462,467＞ ＜346,850＞

(3,000,000) (3,000,000) (2,294,300) (0) (0)

554,960 554,960 420,844 0 0

＜3,554,960＞ ＜1,070,000＞ ＜2,715,144＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

電話番号

都道県名 担当部局名

合計額

市町村名

 町 町 1/2 直接
 大浦地区漁業集落防災機能強化事業（直接補助
分）

 大浦   -  -   3  589   C

復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

事業
実施
主体

山田町山田町山田町山田町

地区名
施設名

交付
団体

 F  -64  ☆

基本
国費率

（a）
（注３）

 漁業集落復興効果促進事業  町 4/5

平成26年6月時点

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

事業名
（注２）

備　考直接／間接

  1  -   1 -  直接 山田町  1  町

（様式１－４）

省庁名：

No.
事業番号

（注１）
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平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,295,200) (1,295,200) (1,036,160)

118,199 118,199 94,559

＜1,413,399＞ ＜1,413,399＞ ＜1,130,719＞

(2,067,000) (2,067,000) (1,550,250)

272,264 272,264 204,198

＜2,339,264＞ ＜2,339,264＞ ＜1,754,448＞

(0) (0) (0)

318,732 318,732 239,049

＜318,732＞ ＜318,732＞ ＜239,049＞

(24,608,557) (23,996,400) (19,869,973) (0) (0)

709,195 709,195 537,806 0 0

＜25,317,752＞ ＜24,705,595＞ ＜20,407,779＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

電話番号

合計額

担当部局名

市町村名

都道県名

1/2 町
 織笠地区都市再生区画整理事業（被災市街地復
興土地区画整理事業）

 直接 町 織笠 D 7  77 17 

-

-

65

76 -

 ★ F 2 

17 

-

 D

 - -

 

 -

6 

1 

 
 山田地区都市再生区画整理事業（被災市街地復
興土地区画整理事業）

 直接 1/2

 山田町

 町 山田

 町

 町

4/5 直接 町 市街地復興効果促進事業  1

（様式１－４）

山田町山田町山田町山田町

省庁名：

No.
交付
団体

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

平成26年6月時点

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

直接／間接
事業
実施
主体

地区名
施設名
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